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トヨタグループ企業の原価
管理と原価教育

共著 2022年4月

自動車業界は、CASEと呼ばれる新しい領域で技術革新が進ん
でいるが、トヨタグループ企業の原価管理の基本(原価企画・
原価維持・原価改善)は変わらない。IFRS移行に伴う研究開発
費の会計処理変更など実務と原価計算基準との乖離が進みつ
つある。大きな環境変化の中で、企業内や大学での原価教育
が一層重要性を増している。原価計算基準は原価管理実務や
教育において間接的に影響しており、その有用性は否定され
るものではない。

自動車産業における「原価
計算基準」の弾力的適用

共著 2022年4月

本稿は、加工組立型産業である自動車産業の企業が多く採用
する原価計算実務と原価計算基準とを対比することで、当該
産業による原価計算基準の弾力的適用の状況を概観する。ま
た、それを踏まえ原価計算基準の改訂等に関する今後の方向
性について実務的視点からの若干の提言を行う。

企業グループのネットワー
ク・システムが
グループ内シナジー創出に
与える影響
－技術的経営資源の展開戦
略との関係性の視点から－

単著 2024年1月

本稿の目的は，企業グループにおける水平的かつ垂直的なマ
ネジメントコントロール・システム（本稿では企業グループ
のネットワーク・システムという）が，技術的経営資源の展
開戦略とどのような関係性を持ちながらグループ内のシナ
ジー創出について影響するかについて実証分析することにあ
る。関係性に関する可能性の一つは，資源展開戦略がシナ
ジー創出に及ぼす影響に対するネットワーク・システムのモ
デレート効果である。また，他の一つはネットワーク・シス
テムが資源展開戦略を媒介してシナジー創出に影響を及ぼす
という間接効果である。分析の結果、グループネットワー
ク・システムはシナジーの創出に対する間接効果を持つこと
が示唆された。

トヨタの組織能力に関する
一考察
－原価企画の日常業務に埋
め込まれたルーティン－

単著 2026年2月

本研究の目的は、元トヨタ自動車（以下トヨタという）の製
品主査及び車両担当へ原価企画活動に関する半構造化インタ
ビューを行い、トヨタの競争優位の源泉となっている組織能
力を醸成するルーティンについて考察することにある。分析
の結果、「日常業務における顧客提供価値とコストの最適バ
ランスの徹底追及」と「原価企画における目標値割付けに対
する合意形成と柔軟な統制メカニズム」が他社にとって模倣
困難な組織能力を醸成するトヨタのルーティンであることが
示唆された。
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脱炭素でチャンスをつかむ
― 中小企業流の脱炭素経営
―

共著 2023年2月

公益社団法人愛知県中小企業診断士協会の公益事業である調
査研究の実行委員として「第11回経営改革シンポジウム」を
企画・運営。経済産業省中部経済産業局、株式会社協発工
業、カーボンニュートラル研究会による行政・企業・支援機
関からの講演、及びパネルディスカションを実施し、カーボ
ンニュートラル社会実現に向けた取り組みを議論した。

人財で紡ぐ未来 －中小企業
流の人的資本経営－

共著 2024年2月

公益社団法人愛知県中小企業診断士協会の公益事業である調
査研究の実行委員として「第12回経営改革シンポジウム」を
企画・運営。経済産業省中部経済産業局、株式会社大橋運
輸、一般社団法人グローバル愛知、人的資本経営ル研究会に
よる行政・企業・支援機関からの講演、及びパネルディスカ
ションを実施し、中小企業の人的資本経営に関する取り組み
を議論した。
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